
企業の国際化戦略

欧州企業は、通貨統合により従来にも増して厳しい競争に直面すると予想される。この

ため、他国企業とのＭ＆Ａなどによる事業の再編、国際的な業務提携、第三国への進出な

どのグローバル戦略を推進し、競争力の強化に努めている。以下、２年連続で世界最大の

買収国となった英国の産業別・企業別動向、および、対外投資直接投資が急速に伸びてい

るポルトガルにおける企業の国際化の動きを報告する。

表１ 英国企業株式時価総額ランキング（１００億ポンド）
企 業 名 業種 株式時価総額

１ ボーダフォン・エアタッチ 通信 １０９

２ ＢＰアモコ 石油 １０７

３ ブリティッシュ・テレコム 通信 ８３

４ ＨＳＢＣ 金融 ６４

５ グラクソ・ウェルカム 医薬品 ６３

６ シェル 石油 ５１

７ アストラゼネカ 医薬品 ４５

８ スミスクライン・ビーチャム 医薬品 ４４

９ ロイズＴＳＢ 金融 ４２

１０ マルコーニ エレクトロニクス ２５

出所：２０００年１月１７日現在、ＢＢＣ調べ

９０年代後半、英国企業のグローバル戦略は、

外国企業を積極的に合併および買収（Ｍ ＆

Ａ）することによる経営規模の拡大と、将来

性のある事業分野への経営資源の集中によっ

て企業の競争力を高めることに主眼が置かれ

ている。

会計事務所ＫＰＭＧの調査によると、９９年

の英国企業による国境を超えたＭ ＆Ａの買

収金額（時価総額）は前年の約２．１倍の２，４５０

億ボンドとなった。９９年はボーダフォン・エ

アタッチやアストラゼネカなど大型企業の誕

生が相次いだこともあり、英国は２年連続で

世界最大の買収国（世界全体のうちシェア３０

％）となった（第２位は米国）。また、被買

収国（投資受入国）としても英国は米国に次

いで世界第２位の受入金額を記録し（前年比

４３％増、金額２３０億ポンド）、９９年のＭ ＆Ａ

は英国および米国企業を中心に展開された。

表１は株式時価総額でみた英国の１０大企業

（グループ）であるが、ランキングしている

企業のほとんどが９８年～９９年に外国企業との

Ｍ ＆Ａによって企業規模を拡大している。

英国企業のＭ ＆Ａが活発化した理由として、

次のような点が挙げられている。①国境を超

えた市場の拡大と一部企業による寡占化の進

行、②同業他社の企業再編による危機意識の

高まり、③膨大な研究開発（Ｒ＆Ｄ）およ

び情報技術（ＩＴ）投資費用の捻出、④世界

の株高を背景とし、Ｍ ＆Ａ資金相当額以上

の合併後株価の高騰、⑤９８年１０月～９９年６月

の英中央銀行の金利引き下げによる資金調達

２年連続で世界最大のＭ＆Ａ買収国に（英国）
ロンドン・センター
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コストの減少、⑥同業種の重複部門の統合に

よるリストラなど。

英国は８０年代以降、規制の少ない自由な市

場を形成してきた。そのため英国企業のコー

ポレート・ガバナンスは欧州企業よりも米国

企業に近い。例えば敵対的なＭ ＆Ａについ

てもほかの欧州諸国に比べて経営上の抵抗は

少ない。また、情報通信分野の発展は、各企

業の意志決定スピードを早くし、また経営者

に同業他社の動向を常に意識させることから、

企業再編を促す効果を生み出している。特に

英国企業は医薬品、情報通信、ハイテクなど

多くの分野で米国企業との競争が激しいこと

や、好調な米国市場への進出意欲が高いこと

などから、米国企業とのＭ ＆Ａや米国企業

に対抗するために欧州企業同士のＭ ＆Ａ事

例などが増えている。

本稿ではＭ ＆Ａを中心にグローバルな事

業展開を積極的に行っている代表的な３業種

（「通信」、「医薬品」、「航空宇宙・防衛」）の

動向と２つの英国企業に焦点をあてて、英国

企業のグローバル戦略について探る。

（１）通信産業

インターネットの普及によるデータ通信の

急増や企業のＩＴ投資の拡大、そして世界的

な携帯電話の普及など、世界の通信市場は

マーケットが急拡大している。このため通信

業界は、英国企業のグローバル戦略が現在最

も盛んな業界である。

英国最大の通信会社であるブリティッシュ

・テレコム（ＢＴ）は移動体通信やインター

ネットによる国内市場の拡大と並行して、海

外への市場展開を積極的に行っている。同社

は９８年７月米国のＡＴ＆Ｔとのジョイントベ

ンチャーを発表以降、世界の通信市場に共同

で参入している。９９年８月には共同でカナダ

第２位の移動通信会社ロジャース・キャンテ

ル・モバイル・コミュニケーションズの株式

１．産業別動向

の約３３％を９億３，４００万ドルで取得した。ま

た同時期にＢＴはＡＴ＆Ｔが保有するＡＴ＆

Ｔカナダの株式３１％のうち３０％を４億ドルで

取得した。同年９月には共同で、日本テレコ

ムの株式の３０％を１９億ドルで取得し、両社の

日本における事業拠点を日本テレコムに集約

している。

ＢＴ単独では香港企業スマートン・テレコ

ミュニケーションズの株式の２０％を取得した

ほか、スペイン、ドイツ、オーストリア、ス

イスなどで現地企業の株式取得やジョイント

・ベンチャーの設立を通して積極的な海外投

資を行っている。ＢＴは米国、欧州、アジア

などすべての主要市場に経営基盤を確立しつ

つある。

移動体通信ではボーダフォン・エアタッチ

の動きが活発である。９９年１月、英国最大の

移動体通信会社ボーダフォンと米国のエア

タッチの合併により誕生した世界最大のボー

ダフォン・エアタッチは、９９年９月には米国

ベル・アトランティックと米国市場向けに特

化した新移動体通信会社を設立した（株式総

額４３億ポンド、顧客２，０００万人。ボーダフォ

ン・エアタッチは４５％を出資）。両社は器材

購入や企業会計プログラム、顧客が両社の通

信網を利用できる「ローミング」などの分野

で協力することに合意している。

そして２０００年２月にはドイツの機械・通信

会社マンネスマンと合併に合意、正式に合併

が承認されると利用者４，２００万人の巨大な携

帯電話会社となる。合併によってドイツ、イ

タリアの事業基盤を手に入れ、欧州主要国の

移動体通信ネットワークが構築される。また、

フランスのメディア会社ビベンディーと共同

で、インターネット上に「ポータルサイト

（インターネットでプラウザーを起動時、最

初に接続されるよう設定されているウェブサ

イト）」を提供する合弁企業を設立すること

が発表され、携帯電話やケーブルテレビを通

じて欧州最大のネット・サービス企業を目指
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している。それと並行して携帯電話を利用し

たインターネット・サービスにも力を入れて

おり、米国コンピュータ会社や携帯電話機

メーカーの協力を得て、インターネットを活

用した商業サービスを準備している。

ＢＴ、ボーダフォン・エアタッチ両社とも

に規制緩和の進んでいる米国市場では米国企

業をパートナーに事業展開を図っている。ま

た、規制緩和や企業再編が途上であるアジア

では単独でのＭ ＆Ａまたは米国企業と共同

で市場に参入している。

９４年に民営化したＢＴを始め規制緩和の進

んでいる市場でもまれてきた英国企業は、ほ

かの欧州企業より競争力の点で優位性を持つ

といわれている。他の英国企業ではケーブル

＆ワイヤレス（Ｃ ＆ Ｗ）が企業向けイン

ターネット関連サービスに事業を集中してい

るほか、大手スーパーのテスコやバージング

ループなど他業種の参入も相次いでいる。通

信市場の開放は９０年代初頭には世界全体の２０

％しか進んでいなかったが、２０００年末には世

界の９０％以上の地域で開放されるといわれて

いる。今後も世界の通信市場の覇権に向けて、

英国企業は一層のグローバル戦略を展開して

いくものと思われる。

（２）医薬品産業

表２は世界の医薬品メーカーにかかわるＭ

＆ Ａの一覧であるが、ほぼ毎年大手企業の

大型合併が起こっている。英国企業では２０００

年１月１７日に英国の第１位グラクソ・ウェル

カムと第３位スミスクライン・ビーチャムの

合併が発表され、世界最大の医薬品メーカー

が誕生した。

統計的にも大手企業への集約化は証明され

ており、世界のトップ・メーカー１０社の業界

全体に占める市場占有率は、１０年前の２５％か

ら９８年には４０％近くまで増加している。しか

し、それでもトップ３～４社で世界のマー

ケットの半分以上を占める電子機器や自動車

などの産業と比べその割合は少ないため、医

薬品業界では今後も企業再編が避けられない

といわれている。

医薬品業界の企業再編が進んでいる最大の

要因は、企業の競争力を高める新薬開発の必

要性とそれに伴う研究開発費の増大である。

各メーカーにとっては主力商品のパテント期

限を意識した新薬の開発は不可欠であるが、

製薬に関する科学技術の進歩は同時に開発コ

ストも高めている。９８年に合併したスウェー

デンのアストラと英ゼネカ（現アストラゼネ

カ）は、当時それぞれ世界をリードする高血

圧症治療薬ゼストリル（Ｚｅｓｔｒｉｌ）、抗潰瘍治

療薬プリロセック（Ｐｒｉｌｏｓｅｃ）などの売れ筋商

品を持っていた。それにもかかわらず、両社

が合併に合意したのは、パテント期限の問題

や膨大な研究開発費の捻出のためといわれて

いる。

現在、一つの新薬には約１０億ドルの開発費

用が掛かるといわれている。さらに医薬品業

界は今後、医学への革新的効果をもたらすと

される人間の遺伝子構成に関するゲノム研究

など巨額の投資を要する新テクノロジーの研

究にも取り組まなければならない。そのため

医薬品メーカーの研究開発費はさらに高まる

表２ 最近の主要医薬品業界の再編
年 月 Ｍ＆Ａ事例 本 社

９５ １ Ｇｌａｘｏ－Ｗｅｌｌｃｏｍｅ 英

９６ ４ Ｓａｎｄｏｚ－ＣｉｂａＧｅｉｇｙ（Ｎｏｖ‐ａｒｔｉｓ） スイス

９８ １２ Ｈｏｅｃｈｓｔ－ＲｈｏｎｅＰｏｕｌｅｎｃ（Ａｖｅｎｔｉｓ） 独／仏

９８ １２ Ａｓｔｒａ－Ｚｅｎｅｃａ（ＡｓｔｒａＺｅｎ‐ｅｃａ） 英／スウェーデン

９９ １２ Ｍｏｎｓａｎｔｏ－Ｐｈａｒｍａｃｉａ＆Ｕｐｊｏｈｎ 米

２０００ １
ＧｌａｘｏＷｅｌｌｃｏｍｅ－Ｓｍｉｔｈ
ＫｌｉｎｅＢｅｅｃｈａｍ（Ｇｌａｘｏ
Ｓｍｉｔｈｋｌｉｎｅ）

英

２０００ ２ Ｐｆｉｚｅｒ－ＷａｒｎｅｒＬａｍｂｅｒｔ
（Ｐｆｉｚｅｒ） 米

※（ ）内は合併後の社名
出所：ジェトロ作成
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ことが予想され、今後も大手企業による再編

が進むと予想される。

医薬品業界が再編を進めるもうひとつの理

由として、各国政府の公的医療コストの引き

下げ圧力がある。各国政府は医療費の中でも

薬剤費の高騰に敏感である。特に欧州や日本

など医療費に占める薬剤費の割合が高い国々

では引き下げ圧力が強まっている。英国では

国民医療制度（ＮＨＳ）での臨床使用の適正

をコストと効果に基づいて評価する国立臨床

医療研究所（ＮＩＣＥ）が９９年４月に設置され

た。グラクソが開発した風邪薬リレンザ

（Ｒｅｌｅｎｚａ）のＮＨＳ病院における使用を適

正でないと勧告する例なども出ている。医薬

品メーカーは合併によって、新薬の取り扱い

を増やし、各国政府との間で新薬の価格に対

する交渉能力を高めようと試みているものの、

まだ、大きなマーケット・シェアを得るには

至っていない。

Ｍ ＆Ａではなく、企業間で、不採算部門

の連携を行うことにより体制強化を図る動き

も出ている。アストラゼネカとスイスの医薬

品大手ノバルティスは、９９年１２月、遺伝子組

み換え作物問題や農産品価格の低下などによ

り不振であった両者の農薬関連部門を合併し

た上で分社化し、新会社シンジェンタを世界

最大のアグリビジネス（農業関連産業）専門

会社として設立する計画を発表した。これは

新会社が専門分野に特化し、経営資源を集中

させる新たな動きとして注目される。

ある専門家は世界の医薬品業界の中で２０００

年中に５～１０件の合併が発表される可能性が

あると指摘しており、業界をリードする英米

企業の動きが注目される。

（３）航空宇宙・防衛産業

欧州の航空宇宙・防衛産業は世界市場での

生き残りを掛けて企業再編が急速に進んだ業

界である。英国最大のブリティッシュ・エア

ロスペース（ＢＡｅ）は９９年４月英ゼネラル

・エレクトリック・カンパニー（ＧＥＣ）の

防衛電子部門マルコーニ・エレクトロニック

・システムズを吸収合併した（新グループ会

社名：ＢＡＥシステムズ）。合併の動機は米国

企業によるマルコーニ買収を阻止するため、

ＢＡｅが先手を打ったものといわれている。

合併により英国政府はじめ欧州各国が推進し

ていた統一欧州防衛企業の計画は、ドイツの

防衛産業企業ダイムラー・クライスラー・エ

アロスペース（ＤＡＳＡ）などの不興を買い

暗礁に乗り上げてしまった。一方、ＤＡＳＡ

は同年１０月フランスのエアロスパシアル・マ

トラとの合併を発表、１２月にはスペインの

ＣＡＳＡも参加し、２０００年春に新会社ＥＡＤＳ

としてＢＡＥシステムズを抜いて欧州最大の

防衛産業企業となることが決まった。そのた

めエアバス・インダストリー（欧州企業連合

体、航空機製造）や、ユーロ・ファイター

（戦闘機）など欧州企業の共同プロジェクト

の資本金に占めるＥＡＤＳ１社の割合が飛び

抜けることとなり、仏・独・スペインの企業

連合の陰で、ＢＡＥシステムズは孤立感を深

めることとなった。

ＢＡＥシステムズの部門別売り上げのシェ

アは９９年上半期で防衛部門が６６．４％、民間機

部門が３３．２％、その他０．４％となっている。

近年はエアバス・インダストリーを通じたエ

アバスの受注が好調であるため民間機部門の

売り上げが伸びている。そしてエアバスの次

世代機で、欧州航空機産業界にとって、将来

の経営戦略上、最も重要なプロジェクトのひ

とつである新型民間航空機「Ａ３ｘｘ」の共同

開発（２００５年生産予定）がある。ＢＡＥシステ

ムズは「Ａ３ｘｘ」の主翼製造を請け負うことが

予定されており、計画では年間４８機のペース

で製造、それに伴い２万２，０００人の新規雇用

が創出される見込みである。しかし、ＥＡＤＳ

の誕生によってエアバス・インダストリー内

の勢力図が大きく変わったため、ＢＡＥシス

テムズが本当に主翼部分を受注できるのか予
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断を許さない状況にある。また、エアバス・

インダストリーは現在株式会社化の交渉が進

められているが、資本の８０％を持つＥＡＤＳ

に対して、ＢＡＥシステムズがどのような交

渉姿勢で望むのかはっきりしていない。

ＢＡＥシステムズは国内工場の閉鎖による

リストラに取り組む一方、海外企業の買収を

積極的に進めている。まず、欧州ではシーメ

ンス・プレシー・システムズを買収、また

ＩＴのジョイントベンチャー企業だったＢＡＥ

Ｓｅｍａを完全子会社化したほか、スウェーデ

ンの航空機製造グループ、サーブ（Ｓａａｂ）

の株式の３５％を購入している。そのほかにも

同社は、ボーイングとのミサイル共同開発プ

ロジェクトを進め、また、ブラジルの民間飛

行機メーカーにサーブと共同で資本参加して

いる。現在イタリアのフィンメッカニカとの

提携交渉も進めているが、これはＥＡＤＳと

競合状態にあるといわれている。

ＢＡＥシステムズの欧州における地位低下

については、今後同社が欧州から離れ、協力

関係にある米国企業に接近するとの観測があ

る。しかし、これまで同社は欧州各国政府が

欧州企業育成のために投資を続けてきた各プ

ロジェクトの恩恵を受けてきた。よって

ＥＡＤＳの圧力があるとはいえ、そこから離

れて独自路線を本当に歩んでいけるのか大き

な岐路に立たされている。

（１）グラクソ・ウェルカム

２０００年１月に英医薬品業界最大のグラクソ

・ウェルカム（以下ＧＷ）は英スミスクライ

ン・ビーチャム（以下ＳＢ）との合併を発表

し、世界最大の医薬品メーカー、グラクソ・

スミスクライン（以下ＧＳ）が誕生した。

ＧＷとＳＢを合わせた９８年の年間売上高は約

１５０億ポンドにのぼり、新会社の売上高は

２００２年には２２０億ポンドまで拡大するといわ

れている。また、世界市場に占めるＧＳの

２．企業別動向

シェアは７．４％となり、２月８日に合併が発

表されたことにより米国最大メーカーとなる

ファイザーとワーナー＆ランバートを併せた

６．５％を上回っている。

ＧＳは英国内の医薬品にかかわる研究開発

費の約半分を占める２４億ポンドという巨額な

予算を持つ。そして治療分野なかでも感染予

防、中枢神経、呼吸気管、消化・排泄気管な

ど、主流４分野で世界をリードする豊富な商

品ラインアップを有することとなる。これは

グローバルな事業展開を行う上で高い優位性

を持つことになるといわれる。

また販売面でＧＳは米国市場に安定した経

営基盤を持つＳＢの販売部門を利用して、米

国市場の販売戦略を強化する。ＧＳのセール

ス担当者４万人のうち１８％にあたる７，２００人

が米国に配置される予定である。一方、世界

第２位の市場である日本市場においては、

ＧＳは医薬品販売額で第１８位と低迷している。

このため、今後は日系医薬品メーカーへの資

本参加など、本格的な日本市場参入に向けた

動きがあるものと予想される。

また、ＧＷは合併前の９９年１０月、人員配置

の見直しを発表、４年間で３，４００人の従業員

を削減するとしている。これまで、研究開発

面でのコスト削減の動きはあったが、従来あ

まり重要視してこなかった製造部門の生産性

についても強化するなど、徹底した効率化に

取り組んでいく予定である。

（２）マルコーニ

ゼネラル・エレクトリック・カンパニー

（ＧＥＣ）は９８年後半から従来広範囲に展開

していた事業戦略を見直し、通信およびハイ

テク機器部門への業務の集約化を進めている。

業務の見直しの中で産業界全体にインパクト

を与えたのは、９９年１月の同グループの防衛

電子機器部門マルコーニ・エレクトロニック

・システムズのＢＡｅへの売却であった（売

却価格：７７億ポンド）。その後、ＧＥＣは企業
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名を「マルコーニ」社に変えている。新生マ

ルコーニはさらに同社の長期戦略から外れる

とみられている数社を１９９９／２０００会計年度内

に処分する計画である。

一方、コア・ビジネス充実のため、同社は

９９年３月、米国の主要通信事業者へネット

ワーク関連サービスを供給している米レル

テック・コーポレーションを１３億ポンドで買

収した。また同年４月には高速インターネッ

ト用機器メーカーの米フォア・システムズを

２８億ポンドで買収するなど、米国通信市場へ

のあしがかりを設け、同市場での通信機器販

売およびソルーション・ビジネスを積極的に

推し進めている。

また、欧州市場では同年１１月、ドイツのロ

バート・ボッシュグループから公共ネット

ワーク部門を９，０００億ポンドで買収、ドイツ

および中欧での事業展開を行っている。

ほかにも同年８月、イスラエルに本拠のあ

るＲＤＣを傘下に収め、同社の革新的なイン

ターネット高速通信システム技術を手に入れ

ている。

グローバル戦略ではＩＴ関連投資ばかり目

立つ同社であるが、９８年度の各グループの売

上高をみるとテレコム部門１８億ポンド、シス

テム部門１５億ポンド、キャピタル部門７．７億

ポンドと他の部門の比重も依然として高い。

同社は２００２年までに株式時価総額を１００億ポ

ンドに倍増させることを目標としており、通

信・電子の両輪で企業価値を高めていく戦略

である。

（木村玲子、植野歩未）

急増する対外直接投資額（ポトルガル）
リスボン事務所

８６年にＥＣに加盟したポルトガルは、当時

と比較すれば隔世の感があるほど経済が成長

を遂げたとはいっても、依然としてＥＵ諸国

内の経済小国であるという事実に変わりはな

い。１人当たりＧＤＰはギリシャに次いで低

く、産業が未発達なために、貿易収支は慢性

的赤字で推移している。しかし、このような

経済小国ではあるが、投資対象国としての魅

力は十分に備えている。失業率が４．２％（９９

年第３四半期現在）とＥＵ平均を大幅に下

回っていることもあり、国内の治安は良好で

ある。また、賃上げ労争によるスト発生率は

欧州最低水準にあるといわれている。ポルト

ガル人労働者は、ヨーロッパ人に特有なプラ

イドの高さも持ってはいるが、外国人上司に

対する偏見はなく、質の高い労働力であると、

進出日系企業の間では高く評価されている。

地震や台風のような天災も少なく、気候は温

暖であり、歴史的にも日本と最も良好な関係

を保ってきた国の一つである。

９９年１月１日にユーロ導入第一陣参加を果

たしたポルトガルは、現在堅調な経済発展を

続けている。９７年前半までは、９９年以降のポ

ルトガル経済について悲観的な見方が多かっ

た。それは９８年５月から同年９月まで開催さ

れたリスボン万博（Ｅｘｐｏ’９８）に向けての

インフラ整備を中心とする大型建設工事ラッ

シュも終息すること、ポルトガル経済に潤い

を与えてきたＥＵからの補助金が９９年１２月３１

日には打ち切られることなどの理由によるも

のであった。しかしながら、同年下半期から

は産業・経済界でも楽観的な見通しが増えて

きた。その理由としては、政府がポストＥｘ‐

ｐｏを視野に入れた政策（低所得者層や若者

をターゲットとした住宅や一般住宅購入制度

の見直し、Ｂ．Ｏ．Ｔ．方式を導入した民間資本

１．経済動向
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による道路建設など）を次々に打ち出したこ

とが功を奏したのと、同時に欧州全体の好景

気が影響した結果と考えられる。

このような好況を反映して、以前には話題

に上ることもなかった、ポルトガル企業の海

外進出が、主としてブラジルや他のヨーロッ

パ諸国を対象に行われるようになった。海外

投資の対象業種としては、大型では電力、通

信、セメントプラント、金融など、中・小型

では流通、サービス、建設、食品などがあげ

られる。こうした状況の下、現在国内企業の

国際化は急速に進み、国有企業の民営化への

参加なども視野に入れた外資の流入、国内企

業の海外進出などは当分続くものと思われる。

（１）政府による産業支援政策

ポルトガル経済は９８年のＥｘｐｏ’９８に伴う

好景気に続き、９９年度も好調な個人消費や低

い失業率、またドル高ユーロ安の追い風を受

けて順調に伸びている。実質ＧＤＰ成長率も

９８年度３．９％、９９年度３．２５％（予想）と堅調

である。

ポルトガルは９８年５月には、念願であった

欧州経済通貨同盟（ＥＭＵ）第一陣参加を果

たした。しかしここに至るまでの道程は決し

て平坦なものではなかった。参加国はインフ

レ率、財政赤字、公的債務、為替レート、金

利についての基本条件を満たす必要があった

が、政府はその条件をクリアするために、

数々の経済収れん政策を実施した。

まずインフレ率を下げるため、景気後退の

危険をおかしながらも賃金上昇率を抑え、そ

の一方で、政府のコントロール下にあるエネ

ルギー料金の引き下げを実施、また金利を

徐々に切り下げていくという綱渡りをやって

のけた。

財政面では、対ＧＤＰ比３％以内に赤字を

抑えなければならないため、国営企業の民営

化、脱税取り締まりの強化、税法の見直しな

どを推進してきた。公的債務残高は、ＥＭＵ

基準の対ＧＤＰ比６０％以内に下げるための努

力が功を奏し、９５年には６６．３％だったものが

９８年には５７．８％まで下げることに成功し、無

事にＥＭＵ第一陣に参加することができた。

政府が一部野党の反対を押し切って、

ＥＭＵ第一陣参加にこだわった理由としては、

この機会を逃せばさらに厳しい条件をクリア

していかなければならない、との読みがあっ

たこと、またポルトガルに常につきまとって

いた、ＥＵのお荷物的存在としての潜在的劣

等感を跳ね返し、国内経済界に誇りと自信を

もたせる効果を期待したためであるといわれ

ている。

ポルトガルのＥＵ加盟に関しては、２大政

党であるＰＳ（社会党）とＰＳＤ（社会民主

党）が常に支持を表明してきた。このことは

現在ＥＵの優等生を自認するまでに成長した

ポルトガルにとって大きな推進力となってき

た。また、国家の威信がかかっているときの

与野党の協調も見逃すことはできない。Ｅｘ‐

ｐｏ開催時にも、不法入国者の労働力使用問

題、会場敷地内建築許認可権のリスボン市役

所からＥｘｐｏ公社への委譲に関する特種法規

措置等々、多くの問題を協調して解決してき

た。また９９年度政府修正予算案については、

政府が、２０００年のＥＵ議長国の重責に専念で

きるようにとの配慮から、左翼野党の棄権と

いう協力を得ることができた。しかし、政府

はＥＵに提出した安定成長計画書を実行する

ために、さらなる努力を続けなければならな

い。現政権ＰＳは、９９年１０月の総選挙で絶対

多数を得ることができなかったために、野党

との折衝を重ねながら財政の健全化を進めて

行かなければならない。

政府は経済成長促進のため、ＥＵからの補

助金をテコに様々な開発計画を進めてきた。

９９年に終了した第２期援助策も大きな実績を

あげ、多くの地域のインフラ整備、産業の人

材育成、競争力強化、設備の近代化、エネル

ギー効率の上昇、自然環境の保護、中小企業
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の育成などに貢献した。

２０００年から２００６年にかけて実施される第３

期援助策については、当初、東欧諸国のＥＵ

参加が実現すれば、当然ポルトガルへのパイ

の割り当てが減るのではないかという懸念が

あった。しかしながら、これらの国々の参加

は２０００年以降に持ち越された。

ポルトガル政府が２０００年から２００６年にかけ

て受け取る補助金の総額は、約１０兆エスクー

ド（約５，０００億ドル）であり、この補助金が

ポルトガルのような経済小国に与えるインパ

クトは大きい。この決定に安堵の胸を撫で下

ろしたのは政府だけではない。特に産業界は、

９９年に引き続き事業の拡大、近代化、新規事

業の育成などに邁進することができる。この

補助金がどれほどのインパクトを持っている

かというと、経済アナリスト達の中には、ポ

ルトガルの景気を左右するのはヨーロッパや

アメリカの景気ではなく、ＥＵからの補助金

の額であるという者もいることからも伺える。

従って、ポルトガルの経済は、少なくとも

２００６年までは、多少の浮沈を伴いながらも比

較的安定した成長を続けるであろうというの

が大方の産業・経済界の見方である。

（２）財界・研究機関およびエコノミストな

どによる情報分析

ポルトガル産業・経済界関係者達は、ユー

ロの導入がポルトガルの経済情勢にどういう

変化をもたらしたかということに、あまり大

きな関心をもっていない。９８年に朝日新聞社

が実施した調査においても、一般市民はまっ

たく関心を示さなかった。かろうじて商店主

などがある程度の予備知識を持っていた程度

であった。明けて９９年１月１日からユーロが

正式に導入されたが、日常の生活にはまった

く影響していない。スーパーや商店の商品、

電話、電気、水道料金はエスクード／ユーロ

の２本建てで表示されているが、実際の通貨

は２００２年１月１日までは従来通りのエスクー

ドが使用されるので特段の変化を感じること

はない。

マヌエル・モレイラ・リマ氏（金融業）に

よれば、「ポルトガルの貿易は圧倒的にＥＵ

偏重型であり、ヨーロッパ外通貨との関係は

希薄であるのでほとんど何の影響もない。ほ

かのＥＭＵ参加諸国間との為替リスクが消滅

したメリットはあるが、これとて数年前から

行われていたレート調整のため、特に大きな

変化はなかった。一言でいえば、まったくと

いってよいほど何も変わっていない。」と述

べている。

流通・小売業のジェロニモ・マルティンス・

グループ取締役の一人、ジョゼ・シルヴァ・

ジョルジェ氏は、ユーロの影響として「これ

からもさらなる金融業界の吸収・合併・併合が

行われるであろう。従来のようにポルトガル

国内マーケットのみを視野に入れたやりかた

はもはや通用しない」との見方を示している。

２００２年のユーロ紙幣・硬貨導入に伴う問題も

また考慮すべきである。問題点としては：

①エスクード／ユーロ換算に伴う混乱

②換算の混乱に乗じた便乗値上げ

③ユーロ紙・貨幣の受け取り拒否

④一種のデノミ効果によるインフレ懸念

⑤他国間との給料格差の明確化

をあげることができるが、①、②、③につい

ては大きな問題ではない。しかし、④につい

ては考慮されるべきである。エスクード対

ユーロのレートは「１ユーロ＝２００．４８２エス

クード」に固定されている。物価が突然２００

分の１になったかのように錯覚すれば当然価

値観の狂いも生じてこよう。こうした問題に

備えて、政府は９９年からエスクード／ユーロ

２本建て表示を義務づけ、３年間かけて消費

者になじみのある通貨にしようとしているが、

どれだけの消費者がユーロ表示に関心を払っ

ているかは甚だ疑問である。

⑤についてはさらに頭が痛い問題である。
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以前からポルトガル労働者の不満の一つは、

ＥＵ加盟国内で、賃金水準がギリシャに次い

で低いということであった。特に「スペイン

からは良い風も吹いてこないし、良い花嫁も

来ない」という諺が存在するほど仲が良くな

い隣国スペインとの比較がより深刻である。

今までは、“我々はスペインの半分くらいの

給料しか貰っていない”といったある程度漠

然とした不満であったものが、突如として明

確な数字の比較として突きつけられることに

なる。この問題は一朝一夕に解決できるもの

ではなく、かなり長い時間をかける必要があ

るのは明瞭だが、さしあたって一般労働者階

級の不満をある程度は解消する努力が必要で

ある。また、税率の違いなどで生じる同一物

品の価格差も調整していく必要がある。

前述したように、ポルトガル企業の海外進

出および企業に対する外資の導入が、経済

ニュースを賑わすようになったのはごく最近

のことである。国内企業への外資流入による

国際化も急ピッチで進行しているが、特に注

意を引くのは、急激に伸びているポルトガル

の対外直接投資額である。９６年度８億７，０００

万ユーロ、９７年度１８億５，５００万ユーロ、９８年

度３３億５，５００万ユーロとその伸長は目覚まし

いものがある。かつては、インドをはじめア

ジア諸国との貿易や、南米・アフリカの植民

地を背景とした貿易で成り立っていたポルト

ガル経済であるが、近年は慢性的な輸入超過

構造に悩まされている。この赤字を埋める２

本柱が観光による外貨収入と出稼ぎ移民の送

金である。移民による送金は年々そのウエー

トを減少しつつあるが、現在でも無視できな

いウエイトを占めている。しかし、最近のポ

ルトガルの外資系をも含めた国内産業の隆盛

や、積極的に行われている外国投資などをみ

ると、この構造が劇的な変化を迎えるのはも

はや時間の問題と思われる。

２．企業行動の変化

（１）ポルトガル企業の国際化における地域

特性

地域別にみると貿易・直接投資などの経済

交流は著しくヨーロッパに偏重している。

特に貿易は圧倒的にＥＵ依存型である。主

な貿易相手国はスペイン、ドイツ、イタリア、

フランスなどであるがスペインとのビジネス

が最も多い。これらＥＵ諸国との貿易は輸出

総額の約８０％、輸入総額の約７５％を占める。

この構造はユーロ導入後も変化していないが、

ここに案外見落とされがちなポルトガル経済

にとっての転換期をみることができる。前出

のジョゼ・シルヴァ・ジョルジェ氏は「これ

からもさらに金融業界において吸収・合併・

併合が行われるであろう。また、マーケット

規模もイベリア半島マーケットという観点か

ら見なければならない。従来のようにポルト

ガル国内マーケットのみを視野に入れたやり

かたはもはや通用しない」とコメントしてい

るが、これなどはまさしくこの転換期を意識

したものであろう。ＥＭＵ参加まではポルト

ガル・エスクードのレートは常にスペイン・

ペセタに大きく影響されてきた。スペインが

風邪を引けばポルトガルもクシャミをすると

いう関係が成立していたのである。しかし、

ユーロ導入後はこの関係が改善された。もち

ろんスペインの景気が後退すればポルトガル

経済も影響を受けるのは必至であるが、為替

レートの影響がなくなったことにより、安定

したビジネスを営むことができる。

ユーロ導入後の欧州ビジネスについてエコ

ノミスト達の意見は必ずしも一致していない

が、一様に醒めた見方をしている。各々があ

げるメリットとしては、

①大企業同士の統合整理が進み、かつて存在

したことがなかった超大企業の出現により

ヨーロッパの優位性が向上する。

②為替リスクの消滅に伴う域内貿易の活性化

で全体の競争力が向上する。

③ユーロはドルに対抗する強力な通貨として、
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Ｇ７やＩＭＦをはじめとする国際舞台での

ＥＵの立場を強固なものとする。

などがある。一方、ユーロ導入が引き起こす

問題も忘れてはならないと警告する。

デメリットとしては、

①ユーロ導入によって欧州の失業率は近い将

来さらに上昇する。

②各参加国の利害の不一致からヨーロッパ中

央銀行は１１頭の怪物と化する恐れがある。

③各参加国の国内経済調整が困難になる。

などがある。

いずれにしても人類史上かつてない規模で

の通貨統合であるので、最終的には後世の評

価を待つしかない。

また、地域別にみたポルトガルの投資交流

についてもヨーロッパ偏重型となっている。

その一方で、近年ブラジルとの経済交流の伸

びが著しい。特に対外直接投資では群を抜い

ている。９６年のブラジルへの投資額は２億

４，０００万ユーロ（投資総額の約２７％）、９７年４

億４，０００万ユーロ（投資総額の約２３％）、９８年

１３億５，０００万ユーロ（投資総額の約４０％）と

なっており、ＥＵ域内への投資額をわずかで

はあるが上回っている（別表２参照）。ポル

トガルはかつてブラジルに対する宗主国

（１５００年～１８２２年）であったことから、両国

間の関係は極めて深い。しかしながら、両国

とも各々経済状態が芳しくなかったため、最

近まで目立った経済交流は行われていなかっ

た。それが近年の両国における政治的・経済

的な安定・成長によって一気に活発化した。

現在、ポルトガル語を公用語とする国は

７ヵ国ある。ポルトガル、ブラジル、モザン

ビーク、アンゴラ、ギネー・ビサウ、カーボ

・ヴェルデ、サントメー・エ・プリンシペが

そうであるが、この７ヵ国でポルトガル語圏

協同体を結成しようという構想があった。こ

の協同体結成の構想は現実的に機能しないと

いう理由で、無視されたかたちになっている。

前出のジョゼ・シルヴァ・ジョルジェ氏など

は、「何もない。現実には存在しない組織で

ある」とその存在すら否定している。

ポルトガル語圏アフリカ諸国の場合、モザ

ンビークとアンゴラを除くほかの３国は貿易

対象国としても、投資対象国としても取るに

足らない存在であるため、各産業界からは完

全に無視されている。モザンビーク（９６年の

投資額は１，８００万ユーロ、９７年２，１００万ユーロ、

９８年２，３００万ユーロ）とアンゴラ（９６年の投

資額は２，２００万ユーロ、９７年３，７００万ユーロ、

９８年３，６００万ユーロ）についても、１９７０年代

半ばの独立以来続いていた内乱で疲弊しきっ

ており、早急な立ち直りは期待できない。し

かし豊富な資源を持っていることから、近い

将来の有望なマーケットとして、すでに多く

の企業が現地法人の設立や、現地企業との提

携、政府要人との折衝などを進めている。

２０００年に交流５００年祭を迎えるブラジルと

の経済関係は今後一層緊密化していくものと

思われる。この国の重要性については、政府

・経済界ともに一致した見方をしている。９８

年後半から顕在化し、９９年初頭に通貨レアル

の暴落という形で進行したブラジルの経済危

機に際しても、ポルトガル首相はＩＭＦをは

じめ世界の経済界はもっと積極的にブラジル

を援助するべきであるとのコメントを行い、

同国に対する思い入れの深さをのぞかせた。

（２）企業の国際化の動き

ポルトガル企業の海外進出の歴史は浅く、

進出企業数は少ない。それでも近年の目覚ま

しい経済発展に後押しされた海外進出は、投

資金額・進出件数ともに著しく伸びている。

投資先も、地域的にはＥＵ域内への投資が

多いが、国別にみるとブラジルへの投資が突

出しており、東欧や中国へも進出するなど、

多角化の動きを見せている。

最後に海外進出に積極的なポルトガル企業

の動きについて、以下に紹介する。最近ポル

トガルへ進出した国内流通業界の大手企業
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ジェロニモ・マルチンス社およびブラジルを

はじめアフリカ諸国や中国にも投資している

国内通信業界の最大手ポルトガル・テレコム

社の２社である。

【ジェロニモ・マルチンス社】

①資本金 ５億ユーロ

②９９年度総売上（国内）２２億２，０００万ユーロ

③従業員数（国内） １万５，０００人

④主力事業分野

ハイパー／スーパー・マーケット、キャッ

シュ・アンド・キャリー、食品流通

⑤シェア（国内） １０％（国内第２位）

⑥進出先 ポーランド

⑦進出事業分野

ハイパー／スーパー・マーケット、キャッ

シュ・アンド・キャリー、食品流通

⑧進出先の事業規模

投資総額：３億ユーロ（９９年１２月３１日現在）

従業員数：１万２，０００人（本社出向社員４０人）

９９年度総売上高：７億ユーロ

現地パートナー：なし

同社のジョゼ・シルヴァ・ジョルジェ氏に

よれば、すでに英国とブラジルへ進出してい

たジェロニモ・マルチンス社が、新しい投資

先としてポーランドを選んだ理由は、先ず市

場規模が比較的大きい（人口約４，０００万）、い

まだ外資系企業から開拓されていない市場で

ある、経済発展が著しいなどからであると

語っている。

さらに同氏によれば、今後の展望としては、

２０００年度の総売上を１０億ユーロの大台に乗せ、

５年以内にポルトガル流通業界のトップの座

を占めることである。そのためには、しかる

べき現地パートナーと提携していく考えもあ

る。

また、他の進出先でも同様の戦略で事業規

模を拡大し、各々の進出先でリーディングカ

ンパニーの地位を確立することを目指してい

る。しかしポルトガル政府に対する不満は強

い。政府は外国へ進出する企業に対する援助

策を何も検討しないばかりか、自力で海外進

出を果たしている企業をプロパガンダに利用

するようなことまでしていると強く批判して

いる。

ユーロ導入後の影響については、ＥＭＵ参

加国通貨の垣根が完全に取り払われた今、本

国ではポルトガル国内のみならず、イベリア

半島全体をマーケットとして捉え、視野を拡

大していく必要があるとの見解を示した。

【ポルトガル・テレコム社】

①資本金 ９億４，８００万ユーロ

②９９年上半期売上（国内）１４億４，２００万ユーロ

③従業員数（国内） １万８，６００人

④主力事業分野 通信・情報

⑤シェア（国内）

設置電話；１００％（９９年現在）

携帯電話；４５．５％（９９年現在）

⑥進出先 ブラジル

⑦進出事業分野 通信

⑧進出先の事業規模

投資総額；３１億８，７００万ユーロ（９８年現在）

９９年上半期売上高；９，０００万ユーロ

同社の外国進出の規模としては、ブラジル

への投資が最大（ポルトガル企業の外国投資

の中でも最大）であるが、ほかの国への進出

も目覚ましい。主なものでは、中国でケーブ

ルテレビ、携帯電話、衛星テレビ放送、電話

帳、モロッコとボツワナで携帯電話、カーボ

・ヴェルデで設置電話、携帯電話および電話

帳事業に進出している。

同社は９５年に世界初のプリペイド・カード

方式の携帯電話を売り出して、ポルトガル国

内の携帯電話業界のトップに踊り出るなど、

積極的な事業展開を進めている。

同社のこうした体質は、政府の進める国有

企業民営化政策に沿って、５年間に株式の９０

％を民間に売却したことで一層弾みがつけら

れた。
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折りしも２０００年１月１日からの国内長距離

電話・国際電話サービスの自由化を受けて、今

後もさらに充実したサービスを提供して行き

たいとの経営陣のコメントも発表されている。

（中沢 夏樹）

表１ ポルトガルの主要経済指標

９６ 年 ９７ 年 ９８ 年 ９９ 年
（１０月現在）

実質ＧＤＰ（百万ドル） １０６，０８１ １１０，３２４ １１４，６２７ １１８，３５２Ｐ
実質ＧＤＰ成長率（対前年比） ３．６０％ ４．００％ ３．９０％ ３．２５％Ｐ
一人当たりのＧＤＰ（ドル） １１，３１９ １１，７５９ １２，２０６ １２，５９１Ｐ

消費者物価上昇率（年平均） ３．１％ ２．２％ ２．８％ ２．５％Ｏ
失業率 ７．３％ ６．７％ ５．０％ ４．２％Ｏ
鉱工業生産上昇率 １．４％ ２．５％ ４．３％ ２．７％Ｐ

経済収支（百万ドル） －４２４ －１，９３１ －２，２９３ －８，４０３
輸出（百万ドル） ２４，２８８ ２３，１６４ ２３，９６３ ｎ．ａ
輸入（百万ドル） ３５，９１４ ３４，８９３ ３７，９８７ ｎ．ａ
貿易収支 －１１，６２６ －１１，７２９ －１３，９９１ ｎ．ａ

財政赤字（対ＧＤＰ比） －３．２％ －２．５％ －２．３％ －１．８％Ｐ
公的債務（対ＧＤＰ比） ６５．６％ ６２．０％ ５７．８％ ５６．０％Ｐ
対外債務残高（百万ドル） ８，２０２ ３，５２１ ４５７ －７，９８１
金・外貨準備高（百万ドル） ２１，７５３ ２０，３３３ ２１，６０３ １４，２６３
為替レート（対ドル、年平均） １５４．２ １８６．９ １７２．０ １９８．８

公定歩合（参考） ７．００％ ６．００％ ３．２５％ ３．２５％
短期金利（３ヶ月、年平均） ６．４１％ ５．１９％ ３．７７％ ３．３９％
長期金利（１０年、年平均） ６．８７％ ５．６０％ ４．８８％ ５．５２％Ｏ

出所：ポルトガル中央銀行
注：Ｐ－推定値
Ｏ－最新値
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表２ ポルトガルの国別対外直接投資（グロス）

（単位：１，０００ユーロ）
９６ 年 ９７ 年 ９８ 年

１ ブラジル ２３８，５６５ １ ブラジル ４３５，１５８ １ ブラジル １，３５３，１６４
２ スペイン １１８，０２６ ２ アイルランド ２９８，１５６ ２ オランダ ４９７，５３１
３ ベルギー・ルクセンブルク ８２，６２１ ３ スペイン ２８５，４５７ ３ スペイン ３０８，８１６
４ アイルランド ７８，９４０ ４ オランダ ２３４，７８９ ４ ベルギー・ルクセンブルク ２３９，６８７
５ モロッコ ６３，１２８ ５ ジブラルタル １１６，９８３ ５ スイス ２２９，４８７
６ 英国 ４５，２７６ ６ ベルギー・ルクセンブルク ７６，５５６ ６ アイルランド １７５，４６７
７ ケイマン諸島 ４５，０３６ ７ ケイマン諸島 ７５，６１３ ７ 米国 ７５，９３２
８ 米国 ３８，４２７ ８ 米国 ５７，２６７ ８ グアテマラ ６１，２９７
９ フランス ３５，４００ ９ 英国 ５３，１３２ ９ ドイツ ６１，２９２
１０ パナマ ２８，９５５ １０ フランス ４１，５００ １０ 英国 ５０，９６７
１１ アンゴラ ２２，２１６ １１ アンゴラ ３６，７１７ １１ ケイマン諸島 ４７，１７６
１２ マカオ １９，３３８ １２ ヴァージン諸島 ２６，５３６ １２ アンゴラ ３５，９２３
１３ モザンビーク １８，４８０ １３ モザンビーク ２１，３６４ １３ ポーランド ３４，５５７
１４ オランダ １６，７９０ １４ マカオ １２，７８４ １４ フランス ２５，１９９
１５ ドイツ １２，２４１ １５ カーボベルデ １２，４００ １５ モザンビーク ２２，６７５
１６ その他 ３３，１０５ １６ その他 ７０，７８９ １６ その他 １３５，７９５

合 計 ８９６，５４４ 合 計 １，８５５，１９９ 合 計 ３，３５４，９６５

出所：ポルトガル中央銀行

表３ ポルトガルの業種別対外直接投資（グロス）

（単位：１，０００ユーロ）
９６ 年 ９７ 年 ９８ 年

１
不動産業・企業
へのサービス提
供

３３６，０８１ １
不動産業・企業
へのサービス提
供

９９３，３３０ １
不動産業・企業
へのサービス提
供

１，７４８，６３３

２ 電気・ガス・水
道の生産と供給 １９９，２７６ ２ 金融業 ３６６，８１１ ２ 電気・ガス・水

道の生産と供給 ６４２，４４６

３ 金融業 １８３，３３３ ３ 運輸・倉庫・通
信業 １９６，７４９ ３ 金融業 ４８５，５９４

４ 製造業 ５９，１５７ ４
卸売・小売業・
ホテル・レスト
ラン業

１１９，９５８ ４ 運輸・倉庫・通
信業 １８７，７３２

５
卸売・小売業・
ホテル・レスト
ラン業

２２，３９４ ５ 製造業 ８９，４１７ ５ 製造業 ９０，９９３

６ 運輸・倉庫・通信
業 １０，４７２ ６ 建設業 １５，８６３ ６

卸売・小売業・
ホテル・レスト
ラン業

８３，２０６

７ 建設業 ８，０２４ ７ 電気・ガス・水
道の生産と供給 ５，７８４ ７ 建設業 ３７，２７９

８ 農業・林業・漁業 ３７４ ８ 農業・林業・漁業 ５，０７９ ８ 農業・林業・漁業 ７，８９１
９ 鉱業 ３８ ９ 鉱業 １ ９ 鉱業 １０１
１０ その他 ７７，３９５ １０ その他 ６２，２０７ １０ その他 ７１，０９０

合 計 ８９６，５４４ 合 計 １，８５５，１９９ 合 計 ３，３５４，９６５

出所：ポルトガル中央銀行

６０ ＪＥＴＲＯ ユーロトレンド ２０００．４

７




